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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第２部門第５区分
【発行日】平成23年9月8日(2011.9.8)

【公表番号】特表2011-521835(P2011-521835A)
【公表日】平成23年7月28日(2011.7.28)
【年通号数】公開・登録公報2011-030
【出願番号】特願2011-511170(P2011-511170)
【国際特許分類】
   Ｂ６０Ｃ   9/18     (2006.01)
   Ｂ６０Ｃ  11/00     (2006.01)
   Ｂ６０Ｃ   9/08     (2006.01)
   Ｂ６０Ｃ   9/22     (2006.01)
   Ｂ６０Ｃ   9/20     (2006.01)
   Ｂ６０Ｃ   9/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｂ６０Ｃ   9/18    　　　Ｊ
   Ｂ６０Ｃ  11/00    　　　Ｆ
   Ｂ６０Ｃ   9/08    　　　Ｂ
   Ｂ６０Ｃ   9/08    　　　Ｍ
   Ｂ６０Ｃ   9/22    　　　Ａ
   Ｂ６０Ｃ   9/22    　　　Ｂ
   Ｂ６０Ｃ   9/22    　　　Ｇ
   Ｂ６０Ｃ   9/20    　　　Ｆ
   Ｂ６０Ｃ   9/20    　　　Ｅ
   Ｂ６０Ｃ   9/00    　　　Ｍ

【手続補正書】
【提出日】平成23年5月23日(2011.5.23)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　中央クラウン部と２つの軸方向に対向する側部とを含むカーカス構造であって、各側部
がそれぞれビード構造と関連付けられる、カーカス構造と、
　前記カーカス構造の半径方向外側の位置に付与されたベルト構造と、
　前記ベルト構造に対して半径方向外側の位置に付与されたタイヤトレッドと、を備えた
オートバイ用タイヤであって、
　前記タイヤは、ｆ／Ｃ≧０．２の横方向曲率比および（Ｈ－ｆ）／Ｈ≦０．７の側壁高
さ比を有し、
　前記ベルト構造には、前記タイヤの赤道面に対して略ゼロ角度で互いに平行な複数の巻
き線を形成するように構成された少なくとも１つの糸状補強要素を含むベルト層が設けら
れ、
　前記赤道面（Ｘ－Ｘ）とショルダとの間の中間ゾーンにおいて、前記ベルトは、前記赤
道面に対応する有効伸び率よりも大きい有効伸び率を有し、
　前記中間ゾーンは、少なくとも±３５°のキャンバ角を中心にした範囲内に延在する、
　オートバイ用タイヤ。
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【請求項２】
　前記中間ゾーンは、少なくとも±４５°のキャンバ角まで延在する、請求項１に記載の
オートバイ用タイヤ。
【請求項３】
　前記中間ゾーンは、少なくとも３０°の角度振幅を超えて延在する、請求項１に記載の
オートバイ用タイヤ。
【請求項４】
　前記中間ゾーンは、前記赤道面まで延在する、請求項１に記載のオートバイ用タイヤ。
【請求項５】
前記有効伸び率は、前記赤道面を中心とした範囲および約±２０°のキャンバ角を中心と
した範囲から実質的に増加する、請求項１に記載のオートバイ用タイヤ。
【請求項６】
　前記有効伸び率は、約±４５°のキャンバ角を中心とした範囲と前記ショルダとの間で
実質的に減少する、請求項１に記載のオートバイ用タイヤ。
【請求項７】
　前記赤道面（Ｘ－Ｘ）を中心とした範囲と約±３５°のキャンバ角を中心とした範囲と
の間の有効伸び率における前記差異は、前記タイヤが約０．５ｂａｒまで膨張され、３０
ｋｇの負荷を掛けられ、かつ少なくとも１７０ｋｍ／ｈの加速にさらされた場合、０．０
５％よりも大きい、請求項１に記載のオートバイ用タイヤ。
【請求項８】
　前記赤道面（Ｘ－Ｘ）を中心とした範囲と約±３５°のキャンバ角を中心とした範囲と
の間の有効伸び率における前記差異は、前記タイヤが約０．５ｂａｒまで膨張され、３０
ｋｇの負荷を掛けられ、かつ少なくとも１７０ｋｍ／ｈの加速にさらされた場合、０．０
８％よりも大きい、請求項７に記載のオートバイ用タイヤ。
【請求項９】
　前記糸状補強要素は、金属製である、請求項１に記載のオートバイ用タイヤ。
【請求項１０】
　前記糸状補強要素は、高伸び率を有する鋼から作られる、請求項９に記載のオートバイ
用タイヤ。
【請求項１１】
　前記糸状補強要素は、炭素含有量が０．９％より大きい鋼から作られる、請求項９また
は１０に記載のオートバイ用タイヤ。
【請求項１２】
　前記ベルト構造は、２～５つの糸状補強要素を含む少なくとも１つのゴム引布のストリ
ップから形成される、請求項１に記載のオートバイ用タイヤ。
【請求項１３】
　前記糸状補強要素は、前記赤道面から前記ベルト構造の軸方向外側の先端に向けて徐々
に増加する密度で分散される、請求項１に記載のオートバイ用タイヤ。
【請求項１４】
　前記糸状補強要素の前記密度は、前記赤道面（Ｘ－Ｘ）に跨る所定の幅を有するゾーン
において、８コード／ｃｍ以下の値を有する、請求項１に記載のオートバイ用タイヤ。
【請求項１５】
　ｆ／Ｃ≧０．２の横方向曲率比および（Ｈ－ｆ）／Ｈ≦０．７の側壁高さ比を有するオ
ートバイ用タイヤの運転特性を制御する方法であって、
　前記オートバイ用タイヤは、前記タイヤの赤道面（Ｘ－Ｘ）に対して略ゼロ角度で互い
に平行な複数の巻き線を形成するように構成された少なくとも１つの糸状補強要素を含む
ベルト層が設けられたベルト構造を有し、
　前記方法は、前記赤道面（Ｘ－Ｘ）に対応する有効伸び率に対して、前記赤道面（Ｘ－
Ｘ）とショルダとの間の中間ゾーンにおける前記ベルトの有効伸び率を増加させることを
含み、
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　前記中間ゾーンは、少なくとも±３５°のキャンバ角を中心とした範囲内に延在する、
　オートバイ用タイヤの運転特性を制御する方法


	header
	written-amendment

